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平成 29年度「児童虐待防止推進月間」実施要綱 

 

 

１．名  称 

    児童虐待防止推進月間 

 

２．趣  旨 

    児童虐待に関する相談対応件数は依然として増加傾向にあり、子どもの生命が奪われ

る重大な事件も後を絶たないなど、深刻な状況が続いている。児童虐待は早急に解決す

べき問題であり、子どもの「命」と「権利」、そしてその「未来」は社会全体で守らな

ければならない。そのため、虐待の発生予防、発生時の迅速・的確な対応から虐待を受

けた子どもの自立支援まで、切れ目ない総合的な対策を更に進めることが必要である。 

    これらの総合的な対策が地域に根づき、効果的に実施されていくためには、多くの民

間団体や国・地方公共団体等関係者の積極的な参加を求め、協働して児童虐待防止に向

けた取組を推進し、その充実と定着を図ることが不可欠である。 

    このため、11月を「児童虐待防止推進月間（以下「月間」という。）」と定め、家庭

や学校、地域等の社会全般にわたり、児童虐待問題に対する深い関心と理解を得ること

ができるよう、期間中に児童虐待防止のための広報・啓発活動など種々な取組を集中的

に実施するものである。 

 

３．基本方針 

（１）児童虐待問題への国民の理解の浸透及び児童虐待防止に向けた国民的意識の高揚・ 

定着 

（２）地域社会に根ざした児童虐待防止に向けた取組の促進 

（３）児童虐待防止に向けた取組における関係団体、関係機関、地域住民等の連携強化 

 

４．標  語 

『いちはやく 知らせる勇気 つなぐ声』 

安間 梓（あんま あずさ）さん（愛知県）の作品   

   ※ 全国公募により選定 

 

５．期  間 

    平成 29年 11月１日（水）から 30日（木）までの１か月間。 

※ ただし、地域の実情に応じ、期間延長等の変更可。 

 

６．主 唱 者 

    厚生労働省 
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７．協 力 者 

（１）関係省庁等 

      内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、最高裁判所（オブザーバー） 

（２）関係団体 

（一社）全国認定こども園連絡協議会 愛育研究所 

（一社）全国病児保育協議会 子どもの虹情報研修センター 

（一社）日本こども育成協議会 全国家庭相談員連絡協議会 

（一社）日本子ども虐待防止学会 全国学童保育連絡協議会 

（一社）日本臨床心理士会 全国高等学校長協会 

（一財）児童健全育成推進財団 全国国公立幼稚園・こども園長会 

（公財）ＳＢＩ子ども希望財団 全国児童家庭支援センター協議会 

（公財）全国里親会 全国児童自立支援施設協議会 

（公財）全国私立保育園連盟 全国児童相談所長会 

（公社）全国保育サービス協会 全国児童養護施設協議会 

（公社）全国幼児教育研究協会 全国児童心理治療施設協議会 

（公社）日本医師会 全国自立援助ホーム協議会 

（公社）日本看護協会 全国人権擁護委員連合会  

（公社）日本産婦人科医会 全国地域活動連絡協議会 

（公社）日本歯科医師会 全国乳児福祉協議会 

（公社）日本社会福祉士会 全国保育協議会 

（公社）日本小児科医会 全国保健師長会 

（公社）日本助産師会 全国保健所長会 

（公社）日本精神保健福祉士協会 全国母子生活支援施設協議会 

（公社）日本ＰＴＡ全国協議会 全国民生委員児童委員連合会 

（福）子どもの虐待防止センター 全国養護教諭連絡協議会 

（福）全国社会福祉協議会 全国連合小学校長会 

（福）日本保育協会 全日本私立幼稚園連合会 

（特非）家庭的保育全国連絡協議会 全日本中学校長会 

（特非）子育てひろば全国連絡協議会 日本子どもの虐待防止民間ネットワーク 

（特非）児童虐待防止全国ネットワーク 日本私立小学校連合会 

（特非）全国小規模保育協議会 日本私立中学高等学校連合会 

（特非）全国認定こども園協会 日本弁護士連合会 

（特非）チャイルドライン支援センター  

 



 

８．平成 29年度における取組 

国、地方公共団体、関係団体等が以下のような取組を実施することにより、児童虐待

防止への意識の高揚・定着を図るとともに、自主的な児童虐待防止に向けた取組を促進

し、各関係団体、関係機関、地域住民等の連携の強化を図る。 

（１）広報・啓発活動 

・ ポスター、リーフレット等の広報媒体の作成、配布 

・ テレビ、新聞、機関誌、広報誌、インターネット等を通じた広報啓発 

（２）シンポジウム、講演会、研修会、会議、展示会等の開催 

    ・ 児童虐待問題への理解、児童虐待防止対策の重要性の周知等を目的としたシンポ

ジウム、講演会、研修会、会議、展示会等の開催 

・ 関係機関がより一層連携を図り、児童虐待防止を推進することを目的とした連絡

会、研修会等の開催 

（３）その他、上記２の趣旨にふさわしい取組の実施 

  ・ 行政機関の庁舎、関係団体の施設等を活用した広報・啓発の実施 

  ・ 電話相談等の相談援助活動の実施 等 

 

９．協力者等への依頼 

  厚生労働省は、協力者及び地方公共団体に対し、上記４の標語について広報誌への掲

載による周知等及び上記８の事項を実施するための支援、協力を依頼すること。 

 

10．月間における関係団体等の取組状況の公表 

厚生労働省において調査した関係府省庁や関係団体等の平成 29年度月間における児

童虐待防止に向けた取組の実施（予定）状況については別紙のとおり。 

 

 

 



学校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に関する指針

１ 趣旨

本指針は、学校及び保育所から市町村又は児童相談所（以下「市町村等」とい

う。）への児童虐待の防止に係る資料及び情報の定期的な提供（以下「定期的な情

報提供」という。）に関し、定期的な情報提供の対象とする児童、頻度・内容、依

頼の手続等の事項について、児童虐待の防止等に関する法律第１３条の３の規定

に沿った基本的な考え方を示すものである。

２ 定期的な情報提供の対象とする児童

（１）市町村が求める場合

要保護児童対策地域協議会（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２

５条の２に規定する要保護児童対策地域協議会をいう。以下「協議会」という。）

において児童虐待ケースとして進行管理台帳（注）に登録されており、かつ、

幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校（以下「学

校」という。）に在籍する幼児児童生徒及び保育所に在籍する乳幼児（以下「幼

児児童生徒等」という。）を対象とする。

（注）進行管理台帳とは、市町村内における虐待ケース等に関して、子ども及び

保護者に関する情報やその状況の変化等を記載し、協議会において、絶えず、

ケースの進行管理を進めるための台帳であり、協議会の中核機関である調整

機関において作成するものである。

（２）児童相談所が求める場合

児童相談所（児童福祉法第１２条に規定する児童相談所をいう。以下同じ。）

が管理している児童虐待ケースであって、協議会の対象となっておらず、かつ、

学校等及び保育所から通告があったものなど児童相談所において必要と考える

幼児児童生徒等を対象とする。

３ 定期的な情報提供の頻度・内容

（１）定期的な情報提供の頻度

定期的な情報提供の頻度は、おおむね１か月に１回を標準とする。

（２）定期的な情報提供の内容

定期的な情報提供の内容は、上記２（１）及び（２）に定める幼児児童生徒
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等についての、対象期間の出欠状況、（欠席があった場合の）家庭からの連絡の

有無、欠席の理由とする。

４ 定期的な情報提供の依頼の手続

（１）市町村について

市町村は、上記２（１）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童生

徒等が在籍する学校及び保育所に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、

上記３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載

した書面を送付する。

（２）児童相談所について

児童相談所は、上記２（２）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児

童生徒等が在籍する学校及び保育所に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏

名、上記３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を

記載した書面を送付する。

５ 機関（学校及び保育所を含む。）間での合意

（１）上記４により、市町村等が学校及び保育所に対し、定期的な情報提供の依頼

を行う場合は、この仕組みが円滑に活用されるよう、市町村等と学校及び保育

所との間で協定を締結するなど、事前に機関の間で情報提供の仕組みについて

合意した上で、個別の幼児児童生徒等の情報提供の依頼をすることが望ましい

ものであること。

（２）協定の締結等による機関間での合意に際しては、本指針に掲げる内容を基本

としつつも、より実効性のある取組となるよう、おおむね１か月に１回を標準

としている定期的な情報提供の頻度を柔軟に設定したり、対象となる幼児児童

生徒等の範囲を柔軟に設定したり、定期的な情報提供の内容をより幅広く設定

するなど、地域の実情を踏まえたものにすること。

（３）学校は、市町村等と協定の締結等により機関間での合意をしたときは、その

内容等を設置者である教育委員会、国立大学法人、都道府県私立学校主管部課

（以下「教育委員会等」とする。）に対しても報告すること。

６ 定期的な情報提供の方法等

（１）提供の方法

学校及び保育所は、市町村等から、上記４の依頼文書を受けた場合、依頼の

あった期間内において、定期的に上記３に定める定期的な情報提供を書面にて



行う。

（２）教育委員会等への報告等

学校が市町村等へ定期的な情報提供を行った場合は、併せて教育委員会等に

対してもその写しを送付すること。また、市町村等へ定期的な情報提供を行う

に際しては、地域の実情に応じて教育委員会等を経由することも可能とする。

７ 緊急時の対応

定期的な情報提供の期日より前であっても、学校及び保育所において、不自然

な外傷、理由不明又は連絡のない欠席が続く、対象となる幼児児童生徒等から虐

待についての証言が得られた、帰宅を嫌がる、家庭環境の変化など、新たな児童

虐待の兆候や状況の変化等を把握したときは、定期的な情報提供の期日を待つこ

となく、適宜適切に市町村等に情報提供又は通告をすること。

８ 情報提供を受けた市町村等の対応について

（１）市町村について

① 学校及び保育所から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時におけ

る情報提供を受けた市町村は、必要に応じて当該学校及び保育所から更に詳

しく事情を聞くこととし、これらの情報を複数人で組織的に評価する。

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校での相談、

健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候をうか

がわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。

② ①の評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら又は

関係機関に依頼して家庭訪問を行う、個別ケース検討会議の開催など状況把

握及び対応方針の検討を組織として行う。

③ 対応が困難な場合には児童相談所に支援を求めるとともに、専門的な援助

や家庭への立入調査等が必要と考えられる場合は、速やかに児童相談所へ送

致又は通知を行う。

④ 協議会においては、市町村内における全ての虐待ケース（上記２（２）の

場合を除く。）について進行管理台帳を作成し、実務者会議の場において、定

期的に（例えば３か月に１度）、状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見

直し等を行うことを徹底すること。

（２）児童相談所について

① 児童相談所が学校及び保育所から上記６の定期的な情報提供又は上記７の

緊急時における情報提供を受けた場合

ア 学校及び保育所から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時にお

ける情報提供を受けた児童相談所は、必要に応じて当該学校及び保育所か



ら更に詳しく事情を聞くこととし、これらの情報について援助方針会議等

の合議による組織的な評価を行う。

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校での相談、

健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候をう

かがわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。

イ アの評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら家

庭訪問を行う、個別ケース検討会議の開催を市町村に求めるなどの状況把

握及び対応方針の検討を組織として行う。

ウ 必要に応じて立入調査、出頭要求、児童の一時保護等の対応をとる。

② 市町村が学校及び保育所から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急

時における情報提供を受けた場合

市町村の求めに応じて積極的に支援するものとする。

９ 個人情報の保護に対する配慮

（１）学校及び保育所から市町村等に対して、定期的な情報提供を行うに当たって

は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）の目的、基本

理念及び各地方公共団体の個人情報保護条例等を踏まえて、幼児児童生徒等、

その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害することのない

よう十分な配慮の下、必要な限度で行われなければならないので留意すること。

（２）市町村が学校及び保育所から受けた定期的な情報提供の内容について、協議

会の実務者会議及び個別ケース検討会議において情報共有を図ろうとする際は、

市町村において、学校及び保育所から提供のあった情報の内容を吟味し、情報

共有すべき内容を選定の上、必要な限度で行うこと。

また、協議会における要保護児童等に関する情報の共有は、要保護児童等の

適切な保護又は支援を図るためのものであり、協議会の構成員及び構成員であ

った者は、正当な理由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らして

はならないことされているので、このことに十分留意し、協議会の適切な運営

を図ること。

１０ その他

市町村等が学校及び保育所以外の関係機関に状況確認や見守りの依頼を行った

場合にも、当該関係機関との連携関係を保ち、依頼した後の定期的な状況把握に

努めるものとする。


